
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　財政力指数は、類似団体を大きく上回っているが、この大きな要因は三隅火力発電所に係る固定資産税によるもので、今後固定資産
税の減少により財政力指数も低下していくことから、行財政改革を推進し義務的経費の削減に努めたい。
【経常収支比率】
　公債費や維持補修費の増加はあるが、人件費や物件費・補助費などの削減に努めた結果、歳出に占める経常一般財源は減少した
が、歳入の多くを占める固定資産税の減少が大きく経常収支比率は悪化した。経常収支比率は類似団体を若干上回っており、引き続き
義務的経費の削減に努め、経常収支比率の改善に努めたい。
【起債制限比率】
　平成11・12年度で実施した統合中学校建設事業等に係る償還金増により、類似団体を大きく上回っている。ここ数年、地方債残高を増
やさない予算編成に努めてきた。大型事業はほぼ完了したことから、今後は地方債の発行を抑制し比率の低下に努め、財政の健全化
を図る。
【人口1人当たり地方債現在高】
　統合小学校建設事業、統合中学校建設事業等、大型事業を実施したことにより公債費残高が増加し、類似団体を大きく上回ってい
る。ここ数年、地方債残高を増やさない予算編成に努めてきた。大型事業はほぼ完了したことから、今後は地方債の発行を抑制し、類似
団体に近づけたい。
【ラスパイレス指数】
　平成14・15年度の2カ年間の昇給停止により急激に低下したが、今後も引き続き給与の適正化、職員定数の削減に努めたい。
【人口1000人当たり職員数】
　保育所、老人ホームについては町立で運営してきたことにより、類似団体を上回っている。小・中学校の統合や老人ホーム、保育所の
民営化により職員の配置転換や退職者不補充等により新規採用の大幅抑制が可能となった。これを受け今後は職員数の削減を含め、
職員の適正配置に努める。


